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財務セクションについて
2010年6月29日に当社は、日本の金融商品取引法に基づく「有価証券報告書」を金融庁に電子登録し、あわせて

当社のホームページ（http://www.tdk.co.jp/ir/library/lib40000.htm）に掲載しています。
このアニュアル レビューにある財務セクションは「有価証券報告書」の“経理の状況”に基づき編集作成したもので
あり、皆様の投資判断の一助となれば幸甚です。

財務セクション
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業績概要
当期（2010年3月31日に終了した2010年3月期）における世界

経済は、各国で実施された景気刺激策の効果もあり、前期末から当

期初にかけて最悪期を脱し、年間を通じて徐々に回復基調にありま

した。この回復ペースは国・地域ごとに異なりますが、中国を中心

に新興アジア諸国が世界経済を牽引する構図となっています。

当社の連結業績に影響を与えるエレクトロニクス市場の動向につ

いては世界経済同様、前期末に底を打ったセット製品（最終財）の

生産台数が当期末に向けて増加基調となりました。しかし、新興国

の早期回復に伴って低価格製品が普及したことにより、低価格製品

と高機能製品の二極化がさらに加速しました。また、先進国におい

ては雇用の改善が遅れていることもあり最終消費の回復が鈍く、価

格下落が続いています。その結果、金額ベースでの市場規模は生

産台数ほどには回復していません。

このような経営環境の中、当社は、価格下落に対応するため合理

化コストダウンを進める一方、前期に実施した構造改革による効果

が、増産のサイクルと噛み合い、収益改善に寄与し業績は黒字に転

換しました。しかしながら、回復の度合いはまだ十分ではないため

当期においても構造改革を断行し、事業体質のさらなる改善を進め

てきました。

これらの結果、当社の連結業績は、売上高8,088億58百万円（前

期7,274億円、前期比11.2%増）、営業利益257億74百万円（前期

543億5百万円の損失）、税金等調整前当期純利益219億7百万円

（前期816億30百万円の損失）、当社株主に帰属する当期純利益

135億20百万円（前期631億60百万円の損失）、1株当たり当社株

主に帰属する当期純利益金額104円82銭（前期489円71銭の損

失）となりました。

製品別売上高の概況
当社グループは、事業を受動部品及び磁気応用製品の2つのセ

グメントとし、また、それらに該当しない事業をその他の区分として

います。

（1）受動部品

当セグメントは、①コンデンサ　②インダクティブ・デバイス　③高

周波部品　④圧電材料部品他の事業で構成され、売上高が前期の

2,864億89百万円から27.3%増加の3,648億5百万円となりました。

前期第3四半期から連結子会社となったEPCOS AGとその子会

社の製品（以下、EPCOS事業）を当セグメントに分類しており、個々

のEPCOS事業を当セグメントの同種の事業に各々振り分けており

ます。EPCOS事業は、前期においては下期6ヶ月のみを、当期に

おいては通期12ヶ月の業績を連結計上しているため、当セグメント

すべての事業で売上高は増加しました。

当セグメントの売上概況を事業別にみますと、次のとおりです。

コンデンサ事業は、セラミックコンデンサ、アルミ電解コンデンサ

及びフィルムコンデンサから構成され、売上高は前期と比較して増

加しました。その主な要因は、産業機器市場向けの増収によるもの

です。

インダクティブ・デバイス事業、高周波部品事業、圧電材料部品

他の各事業の売上高は、前期と比較して増加しました。その主な要

因は、それぞれの対面市場である自動車市場、通信機器市場、自

動車及び産業機器市場向けの増収によるものです。

（2）磁気応用製品

当セグメントは、①記録デバイス　②電源　③マグネット　④記

録メディアの事業で構成され、売上高が前期の3,703億32百万円

から3.6%増加の3,837億40百万円となりました。

当セグメントの売上概況を事業別にみますと、次のとおりです。

記録デバイス事業は、主にHDD用ヘッドとHDD用サスペンション

から構成され、記録デバイス事業の売上高は増加しました。主要製

品であるHDD用ヘッドの増収要因は、販売数量増による増収が売

価下落や米ドルに対する円高による減収を補ったことによります。

電源事業の売上高は、前期と比較して減少しました。産業機器市

場向けで増収となりましたが、無停電電源に係る事業の譲渡及び一

部製品の終息等による減収を補うには至りませんでした。

マグネット事業の売上高は、前期と比較して減少しました。HDD

市場向けは増収となりましたが、他の市場向けの減収を補うことが

できませんでした。

記録メディア事業の売上高は、前期と比較して減少しました。

（3）その他

その他は、①エナジーデバイス（二次電池）　②メカトロニクス

（製造設備）等の事業で構成され、売上高は前期の705億79百万円

から14.5%減少の603億13百万円となりました。

エナジーデバイス事業の売上高は、前期と比較して減少しました。

経営成績の分析
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地域別売上高の状況
地域によっては受動部品の売上高が増加しておりますが、これは

受動部品に含まれるEPCOS事業の売上高が当期は年間の実績で

あるのに対して、前期は連結子会社となった2008年10月1日以降

期末までの6ヶ月間の実績であったことが要因です。

国内においては、前期の1,164億56百万円から10.7%減の

1,039億84百万円となりました。受動部品と磁気応用製品の売上

高が減少しましたが、その他の売上高は増加しました。

米州地域においては、前期の791億64百万円から3.7%増の820

億65百万円となりました。受動部品の売上高は増加しましたが、磁

気応用製品とその他の売上高が減少しました。

欧州地域においては、前期の717億78百万円から56.3%増の

1,121億67百万円となりました。受動部品の売上高は増加しました

が、磁気応用製品とその他の売上高が減少しました。

中国においては、前期の2,126億50百万円から23.9%増の

2,635億58百万円となりました。受動部品と磁気応用製品の売上

高は増加しましたが、その他の売上高は減少しました。

アジア他の地域においては、前期の2,473億52百万円から0.1%

減の2,470億84百万円となりました。受動部品の売上高は増加しま

したが、磁気応用製品とその他の売上高は減少しました。

この結果、海外売上高の合計は、前期の6,109億44百万円から

15.4%増加の7,048億74百万円となり、連結売上高に対する海外

売上高の比率は、前期の84.0%から3.1ポイント増加し87.1%とな

りました。

為替変動の影響
当期の海外売上高は、3.1ポイント増加し連結売上高の87.1%と

なり、為替の変動は連結売上高及び当社株主に帰属する当期純利

益に大きな影響を与える要因となっております。当期の平均為替レー

トは、前期に比べ対米ドルが7.8%、対ユーロが8.9%のそれぞれ円

高となりました。当期の為替レートの変動による影響は、売上高で

約452億円、営業利益で約139億円のそれぞれ減少と試算してお

ります。

また、地域別売上高における為替影響額は、日本国内が約107

億96百万円、日本を除くアジア・オセアニア地域が約461億68百万

円、米州地域が約54億29百万円及び欧州地域が約25億72百万円

のそれぞれ減少となっており、セグメント間取引消去における影響

額を除いた連結売上高に対する為替影響額は、約452億円の減少

となっております。

当社グループは為替の変動による影響を軽減する手段の一つと

して、海外における事業活動の比率を高めております。これらの活

動には、製造及び販売の他に、研究開発、設計、調達等が含まれて

おります。地域別の売上高に対する生産高の比率はそれぞれ、日

本を除いたアジア・オセアニアが107.3%、米州が45.8%、欧州が

98.7%となりました。当期の売上高に対する海外生産高の比率は、

前期の74.0%から80.6%となり、また、当期の海外売上高に占める

海外生産高比率は、前期の88.1%から92.4%となりました。

当社と一部の海外子会社は、為替変動リスクを回避するため、先

物為替予約及び通貨スワップ等の契約をしております。営業活動に

より生じる為替リスクについては、先物為替予約によりヘッジして

おり、原則として、向こう6ヶ月の範囲で毎月発生すると見込まれる

外貨建て売上債権の上限50%を基準にヘッジする方針としていま

す。なお、事業のグローバル化により、為替の変動が連結業績に重

大な影響を及ぼす可能性があることを経営者は認識しています。

費用及び当期純利益
当期の売上原価は売上高増加の影響を受け、前期6,059億43

百万円より2.0%増加し6,177億76百万円となりましたが、売上原

価率は前期の83.3%から76.4%に減少となりました。売上原価率の

大幅な改善は、売価下落に対する合理化コストダウンや原材料の値

引き効果、景気回復基調で受注増加に伴う稼働率の向上、さらに前

期に実施した構造改革による固定費削減等の効果によるものです。

その結果、売上総利益は前期比696億25百万円（57.3%）増加し、

売上高比で23.6%となりました。

当期の販売費及び一般管理費は、前期1,598億78百万円より5

億8百万円増加し1,603億86百万円となりました。また、売上高に

対する比率は22.0%から19.8%に減少となりました。金額での主

な増減要因は、円高に伴う為替換算による影響で64億77百万円の

減少、また、固定資産の減損損失や固定資産の処分損失等の減少

97億36百万円がありましたが、2008年10月1日に子会社となった

EPCOS AG業績が前期は半期分の算入だったのに対し、当期は通

期の業績の算入となったことにより137億31百万円増加、EPCOS 

AG株式取得に際し評価を行った無形固定資産の償却費も9億84

百万円の増加、さらに生産数量増加に伴う販売経費が増加しました。
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また、当期の販売費及び一般管理費に占める研究開発費は、販売

費及び一般管理費と同様EPCOS AG業績の連結期間の差により58

億29百万円増加しましたが、開発テーマの選別による開発効率の

改善に努め、前期576億45百万円より37億3百万円減少し539億

42百万円となり、売上高に対する比率は前期7.9%から6.7%に減

少しました。

加えて、景気回復の度合いはまだ十分ではないとの認識に立ち、

事業体質の改善をさらに図るため、人員の合理化や拠点の統廃合

といったリストラクチュアリング費用49億22百万円を計上しており

ます。

営業外損益は、前期より234億58百万円の好転となりました。こ

れは主に、前期に上場関連会社株式の株価下落に伴う評価損174

億19百万円が生じたこと、投資有価証券評価損金額の改善51億

12百万円、為替差損益42億74百万円の好転、一方、EPCOS AG

株式取得に伴う資金調達等による支払利息が16億74百万円増加し

ています。

税金等調整前当期純利益に対する法人税等の比率（実効税率）

は、前期の–20.9%から41.2%となりました。

当社株主に帰属する当期純利益は135億20百万円となり、その

結果、希薄化後1株当たり当社株主に帰属する当期純利益は

104.74円となりました。株主資本利益率（ROE）は–9.9%から2.5%

に好転しました。

財政状態
当期末の資産、負債及び資本の状況
当期末の資産合計は、前期末比95億78百万円減少し1兆1,010

億36百万円から1兆914億58百万円となりました。

電子部品需要が回復基調にあることから売上債権が466億38

百万円増加した一方、当期における設備投資の抑制から有形固定

資産が304億40百万円減少し、また、長期の繰延税金資産が218

億40百万円減少しました。なお、現金及び現金同等物が327億21

百万円減少しておりますが、手元資金の運用期間見直し等により短

期投資が438億80百万円増加しております。

負債合計は、前期末比37億94百万円増加し5,379億95百万円

から5,417億89百万円となりました。

前述の売上債権と同様、電子部品需要の回復基調から受注も好

転し、仕入債務が340億18百万円増加しました。その一方で、短期

及び長期借入債務の返済を主とした総額145億75百万円の減少や、

金融市場の好況により年金資産の時価が若干持ち直したことから、

未払退職年金費用が137億3百万円減少しております。

純資産のうち株主資本合計は、前期末比104億62百万円減少し

5,542億18百万円から5,437億56百万円となりました。

その他の包括利益（損失）累計額において、米ドル等の主要通貨

に対する円高が外貨換算調整額の悪化をもたらしましたが、年金資

産時価の持ち直しから未払退職年金費用が減少、それに伴い年金

債務調整額が幾分好転し、総じてその他の包括利益（損失）累計額

の減少93億51百万円が株主資本の減少要因となっております。

当期のキャッシュ・フローの状況
当期における現金及び現金同等物は、前期比327億21百万円減

少して1,329億84百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況

は、次のとおりです。

営業活動によって得たキャッシュ・フローは、前期比590億58

百万円増加し1,182億47百万円となりました。非支配持分控除前

当期純利益は774億71百万円増の128億82百万円、減価償却費

は57億79百万円減の837億88百万円となりました。資産負債の増

減において、主にアジア地域に所在する記録デバイス製造子会社、

当社及びEPCOS AGとその子会社において売上債権が1,068億

83百万円、主にアジア地域に所在する記録デバイス製造子会社に

おいてたな卸資産が154億5百万円、主にアジア地域に所在する記

録デバイス製造子会社及びEPCOS AGとその子会社において仕

入債務が756億24百万円、未払費用等が167億65百万円それぞ

れ増加しております。

投資活動に使用したキャッシュ・フローは、前期比1,694億47

百万円減少し1,059億63百万円となりました。2008秋に顕在化し

た世界同時不況による需要縮小に対応して設備投資を抑制したた

め、受動部品部門を中心に、固定資産の取得が340億55百万円減

の643億70百万円となりました。その他では、子会社の取得̶取

得現金控除後の減少1,361億46百万円、短期投資の売却及び償還

の増加1,038億33百万円がそれぞれ減少要因となっている一方、

短期投資の取得の増加1,260億18百万円が増加要因となっており

ます。
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財務活動に使用したキャッシュ・フローは、前期の収入から当期

は支出に転じ、その変動額は2,620億6百万円となりました。前期

は主としてEPCOS AGの株式取得目的で資金調達を行ったことに

より、無担保普通社債発行による収入840億円を含む長期借入債務

による調達額2,049億6百万円、短期借入債務の増減（純額）に係

る収入395億31百万円に対し、配当金の支払180億56百万円等で

2,236億37百万円の収入でしたが、当期においては、配当金の支

払116億9百万円に加え、長期借入債務の返済額282億77百万円

等で383億69百万円の支出となっています。

流動性及び資金の源泉
運転資金需要
当社グループの運転資金は、主に製品の製造に使用する原材料

や部品の調達に費やされ、製造費用として計上されています。ま

た、人件費の支払や販売活動に伴う広告宣伝費及び物流関連費用

等の販売費及び一般管理費についても、運転資金からの重要な支

出と捉えています。また、研究開発費における人件費は、重要な割

合を占めています。これらの支出に必要となる資金は、主に営業活

動により生み出された資金により賄っています。

設備投資
当社グループは、成長に向けた最重点分野としている情報家電、

高速大容量ネットワーク及びカーエレクトロニクス分野を中心に引き

続き重点投資を実行しましたが、支払ベースでは前期984億25百万

円から340億55百万円減少し643億70百万円となりました。

受動部品においては、積層セラミックチップコンデンサ及び積層

チップインダクタの増産・合理化設備等を中心に、主に日本及び中

国で投資を行いました。磁気応用製品においては、HDD用ヘッド

の高記録密度次世代ヘッドの開発・生産のための設備、HDDヘッ

ド用サスペンション製造設備等を中心に、主に日本、中国及びタイ

で実行しました。その他においては、ポリマーリチウム電池加工及

び組立設備等を中心に、主として中国にて行いました。また、上記

に加え製品の電磁波を評価解析する新たな電波暗室の設置等を行

い、本社・開発機能において設備投資を実施しました。これら設備

投資の資金は、営業活動から生み出された内部資金より充当して

います。

資金調達
当社グループは現預金等（現金、預金、短期投資、有価証券）を

流動性資金としており、連結月次売上高の2.0ヶ月以上の流動性を

維持することを長期間にわたり努めています。当期の流動性資金

の残高は円換算で2,232億62百万円であり、年間平均売上の3.3ヶ

月相当となっており流動性は十分に確保しています。

当社グループの当期における投資活動によるキャッシュ・フロー

は、1,059億63百万円の支出となりました。流動性維持のため前

期に当社において総額1,200億円の長期借入、総額840億円の普

通社債発行及び総額350億円の短期借入を実行しましたが、当期

において長期借入金222億30百万円を返済しています。一方、当

社において短期借入金315億円を追加借入し、EPCOS AGで保有

していた2億30百万ユーロの短期借入金の返済に充当しています。

借入の詳細については、有価証券報告書　連結財務諸表　注記

（注6）短期借入債務及び長期借入債務の項を参照ください。

資金管理
運転資金や設備投資資金は、原則として、日常の業務活動によっ

て生み出される資金で賄っています。また、資金効率向上のため、

日本、米国及び欧州でCMS（キャッシュ・マネジメント・システム）を

導入し、資金はできる限り本社機能で集中管理しています。運転資

金や設備投資資金を自己資金で賄えない子会社については、でき

る限りグループ内の資金を活用することにしています。また、手元

資金については安全性や流動性を重視することを基本に運用して

います。

利益配分に関する基本方針及び当期の配当
当社は、長期的な企業価値の拡大を実現することが株主価値の

拡大につながるとの認識のもと、1株当たり利益の成長を通じて、

配当の安定的な増加に努めることを基本方針としています。そのた

め、エレクトロニクス市場における急速な技術革新に的確に対応す

べく、重点分野の新製品や新技術を中心に、成長へ向けた積極的な

投資を行うことで、長期的な企業価値の拡大を目指します。したが

いまして、当社は実現した利益を事業活動へ積極的に再投資した上

で、連結ベースの株主資本利益率や株主資本配当率の水準、事業

環境の変化等を総合的に勘案し、配当を行うこととします。
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当期中に支払われた配当金は1株当たり90円となりました。この

配当金は、2009年6月に支払われた期末配当金1株当たり60円と、

2009年12月に支払われた中間配当金1株当たり30円の合計です。

2010年3月末時点で株主名簿に登録されている株主に対し、2010

年6月末に1株当たり30円の期末配当金の支払を実施します。

重要な会計方針
重要な会計方針とは、その適用に当たり不確実な事象について

見積もりを要し、経営者の主体的、複雑かつ高度な判断が要求され

る会計方針です。

以下は、会計方針を網羅的に記載したものではありません。主要

な会計方針については、有価証券報告書　連結財務諸表の注記（注

1）に詳しく開示しています。多くの場合、特定取引の会計処理方法

は米国において一般に公正妥当と認められる会計原則で規定され、

経営者の判断は必要とされません。また、経営者の判断の余地が

あっても、その選択の結果で大きな違いは生じません。

当社グループは、重要な会計方針として長期性資産の減損、たな

卸資産の評価、企業結合の会計、のれん及びその他の無形固定資

産、年金費用、並びに繰延税金資産の評価を認識しています。

長期性資産の減損
2009年3月31日及び2010年3月31日現在、当社の有形固定資

産及び償却無形固定資産の総額はそれぞれ4,276億47百万円及

び3,900億97百万円であり、総資産のそれぞれ38.8%及び35.7%

に相当します。当社は、その回収可能性が経営成績に及ぼす影響

の大きさを考慮し、長期性資産の減損は当社の財務諸表にとって重

要であると認識しています。

当社は、有形固定資産及び特定の認識可能で償却期間の定めの

ある無形固定資産につき、資産の簿価が回収できないという兆候

が生じた場合に減損の有無を検討しています。この検討は見積もり

将来キャッシュ・フローを使用して行われます。資産が減損したと認

められた場合、当該資産の簿価が公正価値を上回る金額が減損額

として認識されます。経営者は、キャッシュ・フロー及び公正価値は

合理的に見積もられていると信じていますが、事業遂行上予測不

能の変化に起因して将来キャッシュ・フロー及び公正価値が当初の

見積もりを下回った場合、長期性資産の評価に不利な影響が、ま

た、当社の財政状態及び経営成績に重要な影響が生じる可能性が

あります。当社は、製品の将来の収益性や回収可能性を十分考慮し

た上で投資を行っています。

たな卸資産の評価
たな卸資産の評価は、低価法により評価しています。予想される

陳腐化について、将来の需要予測に基づき、取得価格と見積もり市

場価格の差額がたな卸資産の簿価から減額されます。当社は、過去

の需要や将来の予測に基づき、たな卸資産の在庫過剰及び陳腐化

の可能性について簿価の見直しを行っています。さらに、既存及び

予想される技術革新の要求は、在庫の評価に影響を与えます。見積

もり（たな卸資産陳腐化による簿価調整の基礎となるもの）の変動

が当社の経営成績に影響を与えるため、たな卸資産の評価は重要

な会計方針とみなされます。実際の需要が予想されたものより著し

く低い場合は、たな卸資産の在庫過剰及び陳腐化に関するたな卸

資産の評価について追加的な調整が必要となり、当社の事業、財政

状態及び経営成績に著しく不利な影響を及ぼす可能性があります。

過去の見積もりの妥当性について、当社は複数のシナリオを立て

る方法ではなく、四半期毎に見積もりと実績を比較し再評価する方

法をとっています。例えば、記録デバイス事業のように技術革新が

めまぐるしい事業運営においては、顧客が求める高性能製品への

タイムリーな対応が求められており、たな卸資産の陳腐化評価を四

半期毎に見直しています。

企業結合の会計
当社は、企業結合を取得法を用いて会計処理を行っております。

取得法では、被結合会社の資産及び負債を取得日のそれぞれの公

正価値で取得及び引受する必要があります。取得したそれぞれの

資産に割り当てられた見積公正価値及び資産償却年数の決定に関

する判断は、減価償却や償却費用を通じ、また、その資産が減損が

発生している場合には減損費用の計上により、取得後の期間の利

益に重大な影響を及ぼします。

当社は、無形固定資産の見積公正価値の決定において収益予測

を通常利用しています。これは、キャッシュ・フローの動向によるリ

スクファクターに照らし、最適な割引率を用いた予測将来キャッシュ・

フローの割引を採用しています。

無形固定資産の耐用年数の決定に当たっては、区分の異なる無

形固定資産はそれぞれの耐用年数を有し、耐用年数が特定できな
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い資産は償却対象外とする必要があります。耐用年数が特定でき

ない無形固定資産は、米国財務会計基準審議会会計基準編纂書

350に規定された要因に留まらず、当社の資産運用状況、有効期間

ないしは実負担なしの更新や延長に影響を与える法律ないし契約上

の条件、及び需要や競合、その他経済要因に基づいて定期的に再

評価されます。

のれん及びその他の無形固定資産
のれん及び明確な償却年数を有しないその他の無形固定資産は

償却することなく、年に一度、もしくは公正価値が簿価を下回る兆

候が現れたり、状況の変化が生じた都度減損テストが実施されます。

これら資産の公正価値は、承認された事業計画に基づく割引キャッ

シュ・フローを用いて決定されます。経営者は、将来キャッシュ・フ

ロー及び公正価値の見積もりは合理的であると信じておりますが、

事業遂行上予測不能の変化に起因して将来キャッシュ・フロー及び

公正価値が当初の見積もりを下回った場合、当該資産の評価に不利

な影響が生じる可能性があります。

年金費用
従業員の年金費用及び給付債務は、保険数理人がそれらの数値

を計算する際に使用する基礎率に基づいています。基礎率には、割

引率、退職率、死亡率、昇給率、長期期待収益率等が含まれます。

使用した基礎率と実際の結果が異なる場合は、その差異が累積され

将来期間にわたって償却されます。すなわち、通常、将来期間にお

ける費用認識及び帳簿上の債務に影響を与えます。当社はこれら

の基礎率が適切であると考えていますが、実際の結果及び基礎率

の変更による差異は将来における年金費用及び給付債務に影響を

及ぼす可能性があります。

当期の連結財務諸表の作成において、当社は割引率を国内の制

度及び海外の制度においてそれぞれ2.0%及び5.1%、また、長期

期待収益率を国内の制度及び海外の制度においてそれぞれ2.5%及

び6.7%に設定しています。割引率を設定するに当たっては、現在発

行され、かつ予想される年金受給期日に流通している安全性の高い

企業発行の債券利回りを参考にしています。当社は、投資対象の

様々な資産カテゴリーの長期期待運用収益見込に基づき、長期期待

収益率を設定しています。その設定に当たっては、資産カテゴリー

別に将来収益に対する予測や過去の運用実績を考慮しています。

割引率の減少は、年金給付債務を増加させ、数理計算上の差異

の償却により年金費用の増加をもたらす可能性があります。

長期期待収益率の増加は、期待運用収益の増加により当期の年

金費用の減少をもたらす可能性があります。また、期待運用収益と

実際運用収益に差異が発生した場合は、来期以降の利益を減少さ

せる可能性があります。

繰延税金資産の評価
当社は、実現可能性の評価に基づいて多額の繰延税金資産を有

しています。繰延税金資産の実現可能性を評価するに当たって、当

社は、繰延税金資産の一部、あるいはすべてが実現しない見込が、

実現する見込より大きいかどうかを考慮します。最終的な繰延税金

資産の実現は、一時差異が減算できる期間の将来の課税所得の発

生に依存します。当社は、実現可能性の評価に当たって繰延税金負

債の解消の予定、将来の課税所得の見通し及び税計画戦略を考慮

しています。過去の課税所得の水準及び繰延税金資産が減算でき

る期間における将来の課税所得の見通しを考えますと、当社は、評

価性引当金控除後の繰延税金資産は、実現する見込が実現しない

見込より大きいと考えています。しかしながら、将来の利益計画が

実現できない、もしくは達成できない場合、または当社がその他の

要因に基づき繰延税金資産の実現可能性評価を変更した場合、繰

延税金資産が実現しないと判断され、繰延税金資産に対する評価

性引当金の積み増しが必要となります。
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事業等のリスク

このアニュアルレビューに記載した事業の状況、経理の状況等に

関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性の

ある事項には、次のようなものがあります。なお、文中の将来に関

する事項は、2010年6月29日現在において判断した記載としてい

ます。

経済動向変化によるリスク

当社グループが事業展開しているエレクトロニクス業界は、最

終製品の主たる消費地である米国、欧州、中国及び日本の景気

動向に大きく左右されます。さらに、それらの国または地域には、

国際問題や経済の浮沈といった様々なリスク要因が常に存在して

います。

このような経営環境の変化が当社グループの予想を超えた場合、

当社グループの業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。

為替変動によるリスク

当社グループは、世界各国で事業を展開し、各地域間で輸出入

を行っております。急激な外国為替レートの変動は、地域間の企業

取引及び海外拠点における製品価格やサービスコストに影響し、そ

の結果、当社グループの売上高や損益等の業績に影響を与えます。

また、海外における投資資産や負債価値は、財務諸表上で日本円

に換算されるため、為替レートの変動は、換算差による影響が生じ

ます。

このように、急激な外国為替レートの変動は、当社グループの業

績に大きな影響を及ぼす可能性があります。

海外展開に伴うリスク

当社グループは、世界各国に事業展開し、連結ベースでの海外

売上高比率は80%を超えています。

対象となる多くの市場では、戦争やテロといった国際政治に関わ

るリスク、為替変動や貿易不均衡といった経済に起因するリスク、

文化や慣習の違いから生ずる労務問題や疾病といった社会的なリス

クが、当社グループの予想をはるかに超える水準で不意に発生する

可能性があります。また、商習慣の違いにより、取引先との関係構

築においても予想だにしないリスクが潜んでいる可能性がありま

す。こうしたリスクが顕在化した場合、製造工程での生産性低下に

よる製品競争力の低下、販売活動の中断等による影響が懸念され、

当社グループの業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。

特に当社グループは、経済発展が著しい中国にHDD用ヘッド等

主要製品の製造拠点を数多く有し、同国へ進出している得意先及

び現地企業への供給体制を確立しております。同国にて政治的要

因（法規制の動向等）、経済的要因（高成長の持続性、電力等イン

フラ整備の状況等）及び社会環境における予測し得ない事態が発

生した場合、当社グループの業績に大きな影響を及ぼす可能性が

あります。

価格競争に関するリスク

当社グループは、競争が激化しているエレクトロニクス業界にお

いて、デジタル家電製品やPC（パーソナルコンピュータ）・携帯電話

といったIT・通信機器等、多岐にわたる分野で電子部品の製品展開

を行っています。同業界においては、価格による差別化が競争優位

を確保する主たる要因の一つであり、有力な日本企業や韓国、台湾

等のアジア企業を交えた価格競争は熾烈を極めております。

市場からの価格引き下げの圧力はますます強まる傾向にあり、価

格下落が当社グループの想定を大きく上回り、かつ長期にわたった

場合、当社グループの業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。

技術革新・新製品開発におけるリスク

当社グループでは、価値ある新製品をタイムリーに世に送り出す

ことが企業収益向上に貢献し、今後も新製品開発が企業存続の鍵と

なるものと確信しています。また、魅力的で、革新的な新製品の開

発による売上高の増加が、企業の成長にとって重要な役割を担って

いると考えており、経営戦略の主題として取り組んでおります。し

かしながら、変化の激しいエレクトロニクス業界の将来の需要を予測

し、それに見合った新たな技術を構築することは極めて難しく、当

社グループが常に業界及び市場において、革新的な技術による魅

力的な新製品をタイムリーに開発、供給できるとは限りません。世

の中の技術変化に当社の技術革新が遅れたり、また、既存技術の陳

腐化が激しく進んだ場合は、販売機会喪失による売上・利益の減少

につながります。結果として将来の企業収益予想に大きな差異が生

ずることになるとともに、既存市場さえも失うことにもなりかねず、

当社グループの業績及び成長見通しに大きな影響を及ぼす可能性

があります。
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製品の品質に関するリスク

当社グループは、国内外生産拠点において、ISO（International 

Organization for Standardization 国際標準化機構）の品質管理標

準（ISO9001）や技術革新著しいエレクトロニクス業界の顧客が求め

る厳しい基準に従い、多様な製品を製造しております。

しかしながら、すべての製品において予想し得ない欠陥や、それ

に起因するリコールが発生し得ないとは限りません。万一、当社製

品の欠陥（規制物質含有を含む）に起因した、製品リコールや製造

物責任の追及がなされた場合、回収コストや賠償費用の発生、また

販売量が減少する恐れがあります。さらに当社ブランドを冠した商

品の品質トラブルによりブランドの信用が失墜し、企業としての存続

を危うくする事態を招くことも想定されます。このように、製品の重

大な欠陥による品質問題が発生した場合、当社グループの業績に大

きな影響を及ぼす恐れがあります。

知的財産におけるリスク

当社グループは、製品、製品デザイン及び生産手法に関する特

許、ライセンス及び他の知的財産権（以下、総称で“知的財産権”）

が、当社グループの成長を大きく左右すると考えており、知的財産

権の管理及びその取得に努めております。

しかしながら、特定の地域では、固有の事由によって当社グルー

プの知的財産権が完全に保護されない場合があり、第三者が当社

グループの知的財産を無断使用して類似した製品を製造することに

よって損害を受けることもあります。

一方では、当社グループの製品が第三者の知的財産権を侵害し

ているとの主張を受ける可能性もあります。当社グループが侵害し

たとして訴えられた場合、和解交渉や訴訟活動が必要であり、これ

らの係争において、当社グループの主張が認められなかった場合に

は、損害賠償やロイヤリティの支払、市場を失う等の損失が発生す

る恐れがあります。

このように、知的財産権について重大な係争問題が発生した場

合には、当社グループの事業展開、業績に大きな影響を及ぼす可能

性があります。

人材獲得と人材育成に関するリスク

当社グループは、エレクトロニクス業界における熾烈な競争を勝

ち抜くため、高度な専門技術に精通した人材の確保と育成を着実に

行う必要があると考えております。また、経営戦略や組織運営といっ

たマネジメント能力に優れた人材についても、一段と高いレベルで

充実させる努力もしております。

しかしながら、業界の内外を問わずこのような優秀な人材を獲得

するための競争は非常に厳しく、また、日本国内においては、少子

高齢化や労働人口の減少等、また中国等の海外拠点においても、

雇用環境の変化が急速に進んでおり、常に優秀な人材を確保でき

る保証はありません。このように、優秀な人材の獲得や人材の育成

が計画通りに進まなかった場合、長期的視点から、当社グループの

事業展開、業績及び成長見通しに大きな影響を及ぼす可能性があ

ります。

原材料等の調達におけるリスク

当社グループは、原材料等を多くの外部供給者から購入し、適

時、適量の確保を前提とした生産体制をとっております。また、主

要原材料のうち、新規開発製品においては代替不能な供給者に依

存する場合があります。そのため、供給者における事故等により当

社グループへの原材料等の供給中断、品質不良等による供給停止、

さらに製品需要の急増による供給の不安定または不足等が発生す

る可能性があります。それらが長期にわたった場合、限られた供給

者以外から適時に代替品を入手することは難しく、当社グループの

生産体制に多大な悪影響を及ぼし、顧客への供給責任を果たせなく

なる可能性があります。また、市場における需給バランスが崩れた

場合、原材料価格が急激に高騰することも想定されます。

また、原油価格の高騰によるエネルギーコストの増大が想定され

ます。このような事態が発生した場合、当社グループの業績に大き

な影響を及ぼす可能性があります。
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政府機関の規制によるリスク

当社グループは、事業展開している国内外において、事業や投

資に関する許認可、電気及び電気製品の安全性に関する法規制、

国家間の安全保障に関連する法規制及び輸出入に関連する法規制

等、様々な規制下に置かれております。また、商行為、反トラスト、

特許、製造物責任、環境、消費者及び税金に関する法規制につい

ても同様であります。

将来において、こうした規制のさらなる強化が進んだ場合、当社

の事業展開に少なからざる影響を及ぼすことが懸念され、また様々

な費用負担増をもたらす可能性もあります。さらに、当社がその規

制に適応し得ない事態になった場合、当該ビジネスからの部分的撤

退等の可能性も想定されます。

このように、政府機関による様々な規制は、当社グループの業績

に大きな影響を及ぼす可能性があります。

金利変動によるリスク

当社グループは金利変動リスクを抱える金融資産・負債を保有し

ており、金利の変動は受取利息・支払利息あるいは金融資産の価値

に影響を与え、当社グループの業績に大きな影響を及ぼす可能性が

あります。

B to B（企業間取引）のリスク

当社グループは、主に、多様なエレクトロニクスメーカーやパソコ

ンメーカー等の顧客に電子部品を供給するB to B（企業間取引）を

グローバルに展開しております。

しかし、これらの顧客への供給は、それぞれの顧客の業績及び

経営戦略の転換等、当社グループが介入し得ない様々な要因によっ

て多大な影響を受けます。主要な顧客の業績低迷による購買需要

の減退、顧客の購入計画や調達方針の変更、契約の予期せぬ終了

等が発生した場合、納入価格の引き下げ圧力による収益性の悪化や

在庫過多に陥る可能性があります。

また、昨今はM&Aが国内外で頻繁に実施され、巨大な資金を有

する異業種の企業や競合企業により、企業再編が行われた場合、当

社の販売に多大な影響を与える可能性もあります。

このように、顧客の経営成績や経営戦略の転換等により、当社グ

ループの業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。

自然災害及び感染症によるリスク

当社グループは、国内外において多数の製造工場や研究開発施

設を有しております。各事業所では、不慮の自然災害や感染症発生

等に対する防災、防疫対策を施しておりますが、想定した水準をは

るかに超えた大規模な地震や台風、洪水等の不可避な自然災害及

び新型強毒性インフルエンザ等の未知の感染症によって甚大な被害

を受ける可能性があります。製造中断、輸送ルート寸断、情報通信

インフラの損壊、途絶といった事態が生じた場合、顧客への製品供

給が長期間にわたって滞り、当社グループの業績に大きな影響を及

ぼす可能性があります。

環境規制におけるリスク

当社グループは、国内外において製造過程で生じる各種廃棄物、

大気中または水中への排出物、製品に含有する特定有害な化学物

質等について、様々な法律による環境規制を受けており、地球環境

保全の見地から、今後もますます環境規制の強化が進み、これに適

応するための費用が増大すると予想しております。

当社グループは、法律による環境規制を遵守することも含め、

様々な環境保全活動を推進してきましたが、万一、環境規制への適

応が難しい場合、当該ビジネスからの部分撤退や当社グループへの

社会的信頼が損なわれる可能性も想定され、当社グループの業績

に大きな影響を及ぼす可能性があります。

M&Aにおけるリスク

当社グループは、競争が激化しているエレクトロニクス分野にお

いて、より高い競争力と収益力を追求する事業体に発展させるため

にM&Aを進めてまいりました。しかし、これらのM&A対象会社との

間において、当社グループの経営方針や経営戦略が十分に浸透し

ない等の理由により、当社とのシナジー効果が得られない場合、ま

た期待した収益性や効果等が得られない場合には、当社グループ

の業績及び成長見通し、事業展開に大きな影響を及ぼす可能性が

あります。
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情報セキュリティにおけるリスク

当社グループは、事業を展開する上で、顧客及び取引先の機密

情報や個人情報、また、当社グループの機密情報、従業員の個人情

報を有しています。これらの情報は、外部への流出や改ざん等がな

いように、グループ全体で管理体制を構築し、徹底した管理とITセ

キュリティ、施設セキュリティの強化、従業員教育等の施策を実行し

ています。しかしながら、不正な行為によりこれらの情報が流出、

改ざんされる危険性や、過失や避けられない理由により外部に流出

する可能性があります。

万一、情報が流出した場合、改ざんされた場合には、当社グルー

プの信用低下や被害を受けた方への損害賠償等の多額の費用が発

生し、当社グループの業績、財政状況に大きな影響を及ぼす可能性

があります。
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連結貸借対照表
TDK株式会社及び連結子会社
3月31日現在

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

資産 2010 2009 2010

流動資産：
　現金及び現金同等物 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  132,984 165,705 $ 1,429,935
　短期投資   . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 67,873 23,993 729,818
　有価証券   . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 22,405 17,968 240,914
　売上債権   . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 169,349 122,711 1,820,957
　たな卸資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 105,069 105,684 1,129,774
　未収税金   . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 5,916 13,085 63,613
　前払費用及びその他の流動資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 34,151 32,011 367,215
　　　　流動資産合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 537,747 481,157 5,782,226

投資   . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 38,324 35,047 412,086

有形固定資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 318,205 348,645 3,421,559

のれん   . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 52,051 55,198 559,688
無形固定資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 79,987 87,938 860,075
繰延税金資産 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 53,716 75,556 577,591
その他の資産   . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 11,428 17,495 122,883
　　　　資産合計   . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,091,458 1,101,036 $11,736,108

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

負債及び純資産 2010 2009 2010

流動負債：
　短期借入債務 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥   79,946 71,049 $   859,634
　一年以内返済予定の長期借入債務 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 10,554 3,497 113,484
　仕入債務   . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 84,988 50,970 913,849
　未払給与賃金 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 30,413 21,611 327,022
　未払費用等 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 32,836 41,703 353,075
　未払税金   . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3,541 1,942 38,075
　その他の流動負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 9,099 8,849 97,839
　　　　流動負債合計 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 251,377 199,621 2,702,978
長期借入債務（一年以内返済予定分を除く）   . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 179,554 210,083 1,930,688
未払退職年金費用   . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 84,304 98,007 906,495
繰延税金負債 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 11,312 14,284 121,634
その他の固定負債   . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 15,242 16,000 163,893
　　　　負債合計   . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 541,789 537,995 5,825,688

株主資本：
　資本金
　　普通株式
　　　授権株式数：480,000,000株；
　　　発行済株式総数：2009年度129,590,659株、2010年度129,590,659株；
　　　発行済株式数：2009年度128,979,387株、2010年度128,992,233株  . . . 32,641 32,641 350,978
　資本剰余金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 61,124 64,257 657,247
　利益準備金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 21,823 20,772 234,656
　その他の利益剰余金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 606,445 605,622 6,520,914
　その他の包括利益（損失）累計額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (172,092) (162,741) (1,850,451)
　自己株式（2009年度611,272株、2010年度598,426株）. . . . . . . . . . . . . . . . (6,185) (6,333) (66,505)
　　　　株主資本合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 543,756 554,218 5,846,839
非支配持分 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 5,913 8,823 63,581
　　　　純資産合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 549,669 563,041 5,910,420
　　　　負債及び純資産合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥1,091,458 1,101,036 $11,736,108

注記：米ドルの金額は便宜上、1米ドル93円で換算しています。
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連結損益計算書
TDK株式会社及び連結子会社
3月31日に終了した1年間

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2010 2009 2010

売上高  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 808,858 727,400 $8,697,398
売上原価  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 617,776 605,943 6,642,753

　　　売上総利益 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 191,082 121,457 2,054,645

販売費及び一般管理費  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 160,386 159,878 1,724,580

リストラクチュアリング費用 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 4,922 15,884 52,925

　　　営業利益（損失）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 25,774 (54,305) 277,140

営業外損益：
　受取利息及び受取配当金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3,130 3,980 33,656

　支払利息 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (4,010) (2,336) (43,118)

　関連会社利益持分  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (1,678) (17,011) (18,043)

　有価証券関連損益（純額）. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (1,363) (6,388) (14,656)

　為替差益（損失）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (1,118) (5,392) (12,022)

　その他  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,172 (178) 12,602

　　計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (3,867) (27,325) (41,581)

　　　税金等調整前当期純利益（損失）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 21,907 (81,630) 235,559

法人税等  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 9,025 (17,041) 97,043

　　　非支配持分控除前当期純利益（損失）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 12,882 (64,589) 138,516

非支配持分帰属利益（損失）. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (638) (1,429) (6,860)

　　　当社株主に帰属する当期純利益（損失）. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  13,520 (63,160) $  145,376

（単位：円、普通株式数を除く） （単位：米ドル）

1株当たり指標：
　当社株主に帰属する当期純利益（損失）：
　　基本  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  104.82 (489.71) $     1.13

　　希薄化後  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 104.74 (489.71) 1.13

　加重平均発行済普通株式数－基本（千株）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 128,987 128,974

　ストック・オプションによる希薄化効果（千株）. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 97 –

　加重平均発行済普通株式数－希薄化後（千株）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 129,084 128,974

　現金配当金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥   90.00 140.00 $     0.97

注記：米ドルの金額は便宜上、1米ドル93円で換算しています。
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連結資本勘定計算書
TDK株式会社及び連結子会社
3月31日に終了した1年間

（単位：百万円）

2009 資本金 資本剰余金 利益準備金
その他の
利益剰余金

その他の
包括利益

（損失）累計額 自己株式
株主資本
計

非支配
持分

純資産
合計

期首残高 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 32,641 63,887 19,510 688,719 (81,583) (6,597) 716,577 3,684 720,261

子会社の取得及びその他   . . . . . . . . . . . . . . 370 (153) 279 496 6,484 6,980

現金配当金   . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (18,056) (18,056) (33) (18,089)

利益準備金への振替額 . . . . . . . . . . . . . . . . 1,262 (1,262) – –

包括利益（損失）
　当社株主に帰属する当期純利益（損失）   . . (63,160) (63,160) (1,429) (64,589)

　外貨換算調整額   . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (42,046) (42,046) 29 (42,017)

　年金債務調整額   . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (39,008) (39,008) 90 (38,918)

　有価証券未実現利益（損失） . . . . . . . . . . . (104) (104) (2) (106)

　　包括利益（損失）計 . . . . . . . . . . . . . . . . (144,318) (1,312) (145,630)

自己株式の取得   . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (15) (15) (15)

基準書第158号測定日規定の
 適用に伴う影響額（税効果調整後） . . . . . . . (466) (466) (466)

期末残高 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 32,641 64,257 20,772 605,622 (162,741) (6,333) 554,218 8,823 563,041

（単位：百万円）

2010 資本金 資本剰余金 利益準備金
その他の
利益剰余金

その他の
包括利益

（損失）累計額 自己株式
株主資本
計

非支配
持分

純資産
合計

期首残高 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥32,641 ¥64,257 ¥20,772 ¥605,622 ¥(162,741) ¥(6,333) ¥554,218 ¥8,823 ¥563,041
連結子会社による資本取引及びその他 . . . . . (3,133) (37) (636) 164 (3,642) (2,117) (5,759)
現金配当金   . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (11,609) (11,609) (115) (11,724)
利益準備金への振替額 . . . . . . . . . . . . . . . . 1,051 (1,051) – –
包括利益（損失） 
　当社株主に帰属する当期純利益（損失）   . . 13,520 13,520 (638) 12,882
　外貨換算調整額   . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (21,200) (21,200) (18) (21,218)
　年金債務調整額   . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8,871 8,871 (22) 8,849
　有価証券未実現利益（損失） . . . . . . . . . . . 3,614 3,614 – 3,614
　　包括利益（損失）計 . . . . . . . . . . . . . . . . 4,805 (678) 4,127
自己株式の取得   . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (16) (16) (16)
期末残高 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥32,641 ¥61,124 ¥21,823 ¥606,445 ¥(172,092) ¥(6,185) ¥543,756 ¥5,913 ¥549,669

（単位：千米ドル）

2010 資本金 資本剰余金 利益準備金
その他の
利益剰余金

その他の
包括利益

（損失）累計額 自己株式
株主資本
計

非支配
持分

純資産
合計

期首残高 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $350,978 $690,935 $223,355 $6,512,065 $(1,749,903) $(68,097) $5,959,333 $94,871 $6,054,204
連結子会社による資本取引及びその他 . . . . . (33,688) (398) (6,839) 1,764 (39,161) (22,764) (61,925)
現金配当金   . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (124,828) (124,828) (1,236) (126,064)
利益準備金への振替額 . . . . . . . . . . . . . . . . 11,301 (11,301) – –
包括利益（損失）
　当社株主に帰属する当期純利益（損失）   . . 145,376 145,376 (6,860) 138,516
　外貨換算調整額   . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (227,957) (227,957) (193) (228,150)
　年金債務調整額   . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 95,387 95,387 (237) 95,150
　有価証券未実現利益（損失） . . . . . . . . . . . 38,861 38,861 – 38,861
　　包括利益（損失）計 . . . . . . . . . . . . . . . . 51,667 (7,290) 44,377
自己株式の取得   . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (172) (172) (172)
期末残高 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . $350,978 $657,247 $234,656 $6,520,914 $(1,850,451) $(66,505) $5,846,839 $63,581 $5,910,420

注記：米ドルの金額は便宜上、1米ドル93円で換算しています。
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連結キャッシュ・フロー計算書
TDK株式会社及び連結子会社
3月31日に終了した1年間

（単位：百万円） （単位：千米ドル）
2010 2009 2010

営業活動によるキャッシュ・フロー：
　非支配持分控除前当期純利益（損失）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥  12,882 (64,589) $   138,516
　営業活動による純現金収入との調整：
　　減価償却費  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 83,788 89,567 900,946
　　固定資産処分損  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 2,154 2,387 23,161
　　長期性資産の減損  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 4,674 17,922 50,258
　　繰延税金  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 10,401 (23,457) 111,839
　　有価証券関連損益（純額）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,363 6,388 14,656
　　関連会社利益持分―受取配当金控除後 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,811 17,654 19,473
　　資産負債の増減：
　　　売上債権の減少（増加）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (51,137) 55,746 (549,860)
　　　たな卸資産の減少（増加）. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (1,947) 13,458 (20,936)
　　　その他の流動資産の減少（増加）. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (2,893) 10,578 (31,108)
　　　仕入債務の増加（減少）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 36,029 (39,595) 387,409
　　　未払費用等の増加（減少）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8,044 (8,721) 86,495
　　　未払税金の増減（純額）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 8,501 (17,272) 91,409
　　　その他の流動負債の増加（減少）. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (1,624) (2,105) (17,462)
　　　未払退職年金費用の増減（純額）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6,076 1,239 65,333
　　その他 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 125 (11) 1,344
　　　　営業活動による純現金収入 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 118,247 59,189 1,271,473
投資活動によるキャッシュ・フロー：
　固定資産の取得 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (64,370) (98,425) (692,151)
　短期投資の売却及び償還  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 114,540 10,707 1,231,613
　短期投資の取得 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (159,406) (33,388) (1,714,043)
　有価証券の売却及び償還  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 17,505 4,455 188,226
　有価証券の取得 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (22,314) (17,708) (239,936)
　資産の取得  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – (393) –
　事業の譲渡  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 780 624 8,387
　子会社の取得―取得現金控除後 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – (136,146) –
　関連会社の取得 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . – (153) –
　固定資産の売却 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 1,262 1,351 13,570
　投資に係る預託金の払戻（払込）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 6,912 (6,755) 74,323
　その他  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (872) 421 (9,376)
　　　　投資活動による純現金支出 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (105,963) (275,410) (1,139,387)
財務活動によるキャッシュ・フロー：
　長期借入債務による調達額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 519 204,906 5,581
　長期借入債務の返済額 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (28,277) (2,428) (304,054)
　短期借入債務の増減（純額）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 7,653 39,531 82,290
　ストックオプションの権利行使による収入 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 0 125 0
　自己株式の取得 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (16) (15) (172)
　配当金支払  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (11,609) (18,056) (124,828)
　非支配持分の取得  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (7,236) (166) (77,806)
　その他  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 597 (260) 6,419
　　　　財務活動による純現金収入（支出）  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (38,369) 223,637 (412,570)
為替変動による現金及び現金同等物への影響額  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (6,636) (7,816) (71,355)
現金及び現金同等物の増加（減少）. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . (32,721) (400) (351,839)
現金及び現金同等物の期首残高 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 165,705 166,105 1,781,774
現金及び現金同等物の期末残高 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥ 132,984 165,705 $ 1,429,935

注記：米ドルの金額は便宜上、1米ドル93円で換算しています。
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